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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに    
地震発生後、早急に適切な対策体制を確立すると

ともに、復旧活動等を展開するためには、被害の全

容を迅速に把握することが必要である。このため、

リモートセンシング技術を活用した迅速な被害施設

検知方法の確立を目指しているところであり、現在

利用可能又は今後利用が想定されるリモートセンシ

ング技術を対象に、データ精度、データ処理技術、

データ処理時間等を検討し、適用可能性及び適用に

あたっての利用手順を検討している。検討対象のリ

モートセンシング技術は表-1 の通りである。この検

討の一環として、鳥取県西部地震の被災施設を対象に、航空機レーザープロファイラーによる計測を実施し、

検知性能について検討し

たので報告する。 
２２２２．計測概要．計測概要．計測概要．計測概要 
 航空機レーザープロフ

ァイラーは上空から地上

の３次元形状を取得でき

る技術である。今回は、

地震時の落橋、崩落等に

よる路面、地表面高さの

変化の検知への適用性を

検討した。計測条件を表

-2 に示す。 
３．計測結果３．計測結果３．計測結果３．計測結果 
（１）岸壁の沈下（境港外港昭和

南地区水深 13m岸壁） 
 岸壁エプロン部分にケーソンと

背後地盤の間に 60cm 程度の段差

が岸壁に沿って約 270m にわたり

生じたものである。（図-1、２）。 

 図-3は、岸壁端（平均高さ）と

の高低差を色相段階で示したものである。白色部分は接岸中の船舶や図-1 に見
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岸壁幅 20m 

↓荷揚げ装置 

図-1 岸壁の沈下の状況 

レーザープロファイラー計測条件 

レーザーパルス発射頻度：15,000回/秒 
スキャン頻度：25.2回/秒、スキャン角度：８゜ 

地上での計測幅：136.4m 

レーザー計測密度：１点／約 2m×0.5m四方 

水平計測誤差：±30cm、垂直計測誤差：±15cm 

飛行条件 

対地高度：975m 

飛行速度：185km/h（約 51m/sec） 

計測時の天候、計測時間帯 

計測時天候：風速 4km/h、快晴 
計測時間帯：午後１時～午後４時５分 

表-2 計測条件一覧 

図-2 上空からの状況 

岸壁延長 
約 270m 

←
荷
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げ
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表-1 検討対象のリモートセンシング技術 

・人工衛星 
・気球、飛行船 

（成層圏プラットフォーム） 

・航空機 
・ヘリコプター 
・UAV 

(Unmanned Air Vehicle) 

・光学系センサ 
 カメラ 
 ビデオカメラ 
 スキャナ 
・合成開口レーダー 
・レーザー 

プロファイラー 
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られる岸壁上の荷揚げ

装置である。岸壁端よ

り 10m程度あたりから

色相の変化が確認でき

（高低差が 60cm 程度

となる白黒トーンのエ

リアが広がっており）、ここに段差が生じていることが推定できる。図-４は岸壁断面（図-３中 A-A’断面）

の標高の現場測量結果とレーザープロファイラー計測結果を比較して示したものである。レーザープロファ

イラー計測点は厳密に A-A’断面上には存在しないため、A-A’断面近傍の計測点を利用し内挿により A-A’

上の標高を得た。そのため、

計測結果は折れ線状になって

いる。図-４中の①から②まで

の沈下が生じていないエリア、

②から③の段差が生じ岸壁エ

プロンが傾斜しているエリア

及び③から④までの沈下したエリアともに、レーザープロファイラー計測結果は測量結果にほぼ一致してい

る。以上のように、被害形状が高低差として現れる施設被害については検知可能性が高いと考えられる。ま

た、震前段階でデジタル標高データが整備されていれば、被災後のデータと重ね合わせることにより、地震

による被害を高低差によって捉えること

ができ被災の検知に有効と考えられる。 
（２）落橋（西伯町道原田橋） 

 当橋梁は支間 7m、幅員 4mで、右岸側    

の石積橋台が崩壊し落橋したものである

（図-5,6）。図-7 は、計測結果から落橋

した区間を含む道路区間（図-5 中の

A-A’：現道道路端）の縦断曲線を示した

ものである。図 7中の破線は、地震前道

路縦断曲線を推定して概略示したもので

ある。落橋に伴う縦断高さの変化を読み

とることができる。落橋や路面の著しい

段差等の被害の場合には、道路中心線や

道路端について図-7 に示すような縦断

曲線を描き、路面の高低差の大きな変化

箇所を検出することにより、被害箇所の推定

４．まとめ４．まとめ４．まとめ４．まとめ 
地震による路面・地表面高さの変化の検知

測量結果とレーザープロファイラー計測結果

の地表面高さの状況を捉えることが可能であ

れば、地震前後でのデータの差を取り地震に

被災現象を的確に検知するデータ取得方法、

いる。 

点線：現場測量結果 実線：レーザープロファイラー計測結果  メッシュは 1m×1m 
①（岸壁端）              ②         ③            ④ 

A                                                   A’ 
図-4 岸壁断面標高の比較 

色相凡例 

20  0  20  40  60  80 (m) 
図-３ 岸壁高低差 

↑岸壁端 
A-A’断面 

図-６ 落橋の状況 図-５ 上空からの状況 
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5m
は可能と思われる。 

への航空機レーザープロファイラーの適用性を調査した。現場

を比較することにより、レーザープロファイラー計測が被災後

ることを確認した。事前にデジタル標高データが取得されてい

よる高さの差をより簡単に検知できるものと考えられる。今後、

取得データの適切な分析・表示方法の検討を進めることとして

A’ A 

図-7 A-A’(現道道路端)の道路縦断曲線の標高計測結果 
0m              10m            20m            30m 

落橋箇所 
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